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令和６年度松川町一般会計補正予算案（第９回）の概要 

 

 今回の補正予算では、財政調整基金への積立てのほか、各種事業に要する経費や町税等の歳入金額につ

いて決算見込みによる増減を計上しています。 

 

1．補正予算概要 

（単位：千円） 

補正予算額 補正前の額 計（補正後） 

32,936 8,568,977 8,601,913 

 

歳   入 歳   出 

町税 ▲8,862 議会費 ▲1,776 

地方譲与税 4,580 総務費 ▲9,063 

利子割交付金 223 民生費 4,519 

配当割交付金 4,721 衛生費 ▲18,613 

株式等譲渡所得割 9,042 農林水産業費 ▲91,400 

地方消費税交付金 18,778 商工費 ▲1,467 

環境性能割交付金 3,161 土木費 ▲9,999 

地方交付税 93,471 教育費 ▲3,575 

分担金及び負担金 ▲10,400 公債費 ▲11,400 

国庫支出金 ▲3,007 諸支出金 175,710 

県支出金 18,970   

繰入金 ▲5,279   

諸収入 ▲87,162   

町債 ▲5,300   

合 計 32,936 合 計 32,936 
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２．事業内訳 

（単位：千円） 

No. 事 業 名 補正額 内  容  等 

1 

【新規】 

価格高騰対策給付金 

事業 
13,226 

昨年 12 月補正予算により措置した、国の経済対策として支給する給付金に加え

て、対象世帯を【住民税所得税非課税世帯】へ拡大し、物価高騰の影響を受ける

対象世帯の皆さまへ給付金を支給します。 

 

○住民税所得割非課税世帯        8,666 千円 

○住民税所得割非課税世帯（こども加算） 4,560 千円 

主な財源 主な歳出 

○県支出金 13,226 ○扶助費 

○扶助費（こども加算） 

7,000 

3,000 

担当 保健福祉課 

2 
基金積立金 

175,710 

普通交付税の再算定により追加交付された額の一部を減債基金へ、また歳入歳出

決算見込みによる収支差額分を令和 7 年度に活用するため財政調整基金へ積立

てを行います。 

 

○財政調整基金積立金  150,813 千円 

○減債基金積立金    22,697 千円 

○ふるさと基金積立金  2,200 千円 

主な財源 主な歳出 

  ○積立金 175,710 

担当 総務課 

 


